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参照資料とさせていただいているマニュアル及び様式等の資料は市のホー
ムページに掲載されておりますので、後日参照してください。



まず、個別避難計画制度が始まった背景や個別避難計画の概要について、
マニュアル1章の内容を中心に説明します。
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最初に、個別避難計画の制度が始まった背景についてです。
近年、豪雨災害等において高齢者や障害者の犠牲が多いことから、避難を
どう支援するかが課題となってきました。

平成23年の東日本大震災の教訓を踏まえて避難行動要支援者名簿の作成
が義務化され、ほとんどの市町村で作成が進められてきました。

しかしながら、その後の豪雨災害においても、名簿だけでは避難支援が適
切に進められない実態が明らかになり、
令和3年の災害対策基本法改正により、個別避難計画の作成が努力義務

化されました。
川崎市の取り組みとしては、障害分野や医ケア分野でこれまで先行的に作
成を開始しており、高齢分野についても国のモデル事業に参加したほか、
外部委員を含めた検討会で仕組みの検討を進め、一昨年12月にマニュ

アルにまとめて公表し、昨年３月に事業所様に対し作成支援の依頼をさせて
いただいたところです。
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次に、個別避難計画についてです。
個別避難計画とは、避難行動要支援者ごとに作成する、避難の支援、安否
の確認その他の、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するた
めに必要な措置を実施するための計画です。

計画には、避難支援等を実施する者の氏名や連絡先、避難先や避難経路、
その他の事項を記載します。

つまり、誰が、どこに、どんなタイミングで、どうやって避難を支援する
かをまとめた計画ということになります。

タイミングについては法定項目にありませんが、風水害については避難の
判断が重要であり、川崎市の計画様式ではタイミングも記載するようにし
ています。
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個別避難計画の目的は、災害発生のおそれのある時に迅速に避難支援等を
行うこと、そしてそのために、事前に必要な準備を進めることです。

事前に必要な準備を進めるためには、計画を平時から避難支援に関わる関
係者に提供して必要があります。

計画を作成するかどうか、そしてその計画を平時に関係者に提供するかど
うかは、本人の同意を前提としていますが、
災害時には、市町村長の判断により、情報提供について同意のない要支

援者についても情報が提供されることになります。
これらは同意書内で説明をしています。
今回、川崎市ではまずは風水害を対象とした計画作成を進めることとして
いますが、計画の範囲は、
「命を守るために安全に避難を完了するまで」となり、避難先での生活

支援は原則含まれません。
しかしながら、避難先を選択する際には、避難先で必要な介護等、支援を
受けられるかといった視点を考慮する必要があります。
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次に、個別避難計画の関係者の責任と役割についてです。
災害時の避難支援は、支援者自身やその家族等の安全が前提にありますの
で、個別避難計画は、これに基づく避難支援が必ずなされることを保証す
るものではありません。

また、計画内容を実行できなかったり何かあったりした場合に、計画作成
支援者や避難支援者の方に責任を負わせるものでもありません。

あくまでも、避難支援をしてくれる方と計画を共有し災害に備えることで、
避難する際に、支援を受けることができる可能性を高めることを目的とし
た計画です。

そして、ケアマネジャーの皆さんには、本人または家族等の意向を踏まえ、
計画作成を「支援」するという役割をお願いしています。

前提として、避難の基本は本人と家族の自助にあります。
ですが、要支援者については自助だけでは難しいため、計画作成を支援す
る必要があります。
本市としては、本人や家族のことをよくご存じで信頼関係のある、ケア

マネジャーの皆さんの協力が不可欠であると考えています。
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個別避難計画の位置づけと管理についてです。
個別避難計画は災害時の、なかでも避難に特化した計画ですが、災害時は
平時の延長線上にありますので、
平時の計画であるケアプランの居宅サービス計画書と併せて管理してく

ださい。
川崎市の個別避難計画の様式は、共通帳票または各事業所で使用している
帳票とともに提出いただくことで、
おおむね避難に関する項目のみ記載すれば完成する簡易版となっていま

す。
のちほどご説明しますが、個別避難計画は初めからすべての項目が網羅さ
れた計画を完成させる必要はありません。

まずは今持っている情報から、避難計画について検討してみていただけれ
ばと思います。

また、今後の課題ではありますが、作成した計画についてはケアプランの
見直しのタイミングや状態像の変化等に合わせて、
必要に応じて見直すことで、実効性のある計画となるように取り組むこ

とが重要です。
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次に、本人・家族の計画作成への参加について補足します。
防災の基本は自助であり、本人・家族の参加は不可欠です。
まずは本人・家族が、災害があった時にも助かりたいという気持ちを持っ
ていただくことが第一です。

避難支援体制の構築に向けても、発災時の支援は日常生活の延長線上にあ
ります。

この計画作成の支援をきっかけとして、本人・家族の自助力や日常生活に
おける
関係性の向上を図ることを目指していただけたらと考えています。
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次に、具体的な計画作成の進め方について、ご説明します。
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計画作成の流れはこちらのとおりです。
対象者の選定と災害危険性の確認は、様式１の管理ツールを用いて簡易的
に行うことができます。

そのうえで、避難方法を検討し、対象者に説明を行って同意が得られたら、
計画原案を作成、
会議等にて調整を行って、市に提出していただきます。
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はじめに、管理ツールを使用した対象者の選定についてです。
本市では、いくつものハザードマップを使用して対象者を選定することの
負担を軽減するため、その方の自宅の情報や身体状況を入力することで自
動で避難の必要性や計画作成優先度が判定されるツールを作成しました。

まず、「入力・検索シート」にて、左側に対象者一人ひとりの情報を入力
し検索すると、自宅の災害危険性と指定緊急避難場所の情報が自動表示さ
れます。

さらにその下に、避難の必要性と計画作成優先度も表示されます。
計画作成優先度は、入力された情報をもとに判定されますが、ケアマネ
ジャーの判断によって変更することも可能です。

また、入力された情報を別のシートの「対象者管理表」に登録できますの
で、次々に登録していただくと対象者の一覧表を作成できます。

事業所内の独自の方法で対象者の管理をされる場合は、対象者管理表を使
用せず、この検索機能のみを使用いただいても差し支えありません。
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計画作成優先度の考え方と管理ツールで表示されるランクの判定基準につ
いてです。

本市では、ハザードマップで危険な区域に居住する高齢者等のうち、介護
保険サービスを利用する要介護３以上で単身等、寝たきり、特別な医療を
受けている方について、令和7年度までに優先的に作成することとしてい
ます。

要介護３以上のその他の方や要介護３未満でも認知症で独居など必要性が
ある方、自宅待機可能など、避難の必要性が低い方については、令和８年
度以降に計画作成を進めることとしています。

ただし、担当ケアマネジャー及び事業所が個別避難計画を優先的に作成し
た方がいいと考える対象者については、令和7年度までに作成していただ
ければと思います。
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管理ツールの「優先度別スケジュール管理表」というシートには、「対象
者管理表」シートに登録された対象者が、優先度順に並び替えられて表示
されます。

同意の有無や計画作成・更新のスケジュールを管理するために使用いただ
けます。

そのほか、管理ツールの細かい操作方法については、ホームページに掲載
している「管理ツール操作マニュアル」を参照してください。

なお、管理ツールの使用は任意です。提出の必要もありませんので、各事
業所で適宜活用してください。

14



次に、災害危険性の確認を行います。
先ほどご説明した通り、対象者宅の災害危険性は管理ツールで確認するこ
とができます。

念のためハザードマップでも確認してください。
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管理ツールを使用せずに、ハザードマップ等で災害危険性を確認すること
もできます。

「ガイドマップかわさき」では、ウェブ上で対象者宅の災害危険性などを
確認できます。

「防災マップ」を選択して、「住所」をクリックし、対象者一人ひとりの
住所を入力すると、各災害種のハザードマップの情報を調べることができ
ます。

指定緊急避難場所のエレベータの有無も確認できます。
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ハザードマップとひと言で申し上げても、実は５種類あり、それぞれの担
当所管部署で作成して、公表しております。

のちほどご案内するかわさき防災アプリからも見られるほか、市ホーム
ページに掲載していますので、お時間のある時に、ぜひご確認いただけれ
ばと思います。
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次のステップは避難方法の検討です。
災害危険性と避難の必要性を確認したら、本人の状態や世帯の状況等を踏
まえて避難先を検討します。

こちらの避難方法の基本検討フローに沿って、自宅での安全確保ができな
い場合には、避難先と併せて避難方法を考えます。
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避難の必要性については、洪水、内水氾濫、土砂災害のそれぞれについて
対象の区域内かどうか等により判断します。

管理ツールにより自動的に表示されます。管理ツールが使用できない場合
にはこちらを参照してください。
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避難方法ごとに留意点があります。まずは自宅建物内や親戚宅への避難に
ついてです。

マンションの上階に居住している等で自宅で待機する場合は、浸水継続時
間を確認してください。市ハザードマップやガイドマップかわさきで確認
できます。

浸水継続時間とは、浸水が始まってから水が引くまでの時間であり、その
間はライフラインが停止したり、介護者の来訪や外出が難しい事態が想定
されます。本人の状態等を踏まえて問題ないかどうか検討してください。

自宅上階へ垂直避難する場合も同様です。
また、寝たきりの高齢者を、一般的な木造家屋のらせん状の階段を通して
安全に持ち上げることは難しく、健康で力のある成人が２名は必要と考え
られますので、そういった体制を確保できるか確認してください。

親戚宅等へ避難する場合、避難先となる親戚宅等の災害危険性や、本人に
とって必要な設備等が事前の備えとして準備できるかも確認してください。
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指定緊急避難場所へ避難する場合の留意点についてです。
指定緊急避難場所とは、切迫した災害の危険から一時的に逃れるための場
所であり、風水害の場合は小中学校等が指定されています。

指定緊急避難場所の開設タイミングについては、原則、「警戒レベル３
高齢者等避難」の時点となります。

ただし、事前の予測が難しい場合や施設の状況によって、開設が間に合わ
ない場合があります。のちほどご案内する川崎市防災ポータルサイトやか
わさき防災アプリで開設状況を確認してから避難する計画としてください。

また、浸水想定区域内にある指定緊急避難場所では、必要に応じて避難場
所が上階に設置されることになります。エレベーターがない場合は階段で
移動することになります。
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指定緊急避難場所には、要配慮者の方が避難してきた場合に、状況に応じ
て小中学校の教室等に「要配慮スペース」が設置されます。

ただし要配慮スペースでは、介護の提供等は原則ありませんので、家族等
の同行が必要です。一般の避難者と同様、飲み物等を含めて必要なものは
持参が原則です。

なお、災害発生後には、協定締結済みの施設等に二次避難所が開設され、
必要な要支援者等については移送することになります。

ただし、施設の安全確保や職員の配置等の後となるため、開設まで時間が
かかります。また、原則、介護等の提供はありません。
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避難先が決まったら、避難経路を検討します。
大雨の状況で、設定した避難方法で避難先まで安全に移動できるか、本人
や家族に周辺地域の状況を確認いただきながら検討してください。
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次に避難のタイミングを検討します。要支援者については、原則、「警戒
レベル３ 高齢者等避難」で避難します。

ただし、本人の状態や世帯の状況等によって、避難の準備に時間を要する
方もいます。場合によっては、避難情報の発令を待たずに避難を開始する
ことを検討してください。

夜間に雨が強くなる場合や急激に状況が変化する場合もあり、避難が必要
だと思った時点で既に移動が難しい事態になってしまうこともあります。

避難開始が遅れないよう、気象情報や河川の水位、雨量の情報などを参考
に、早い段階から連絡・調整や避難準備を進める計画としてください。

また、避難のタイミングを誰が判断し、どのように伝えるかも検討してく
ださい。
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こちらは、防災気象情報の発表のタイミングが一覧となっているものです。
特に知っていただきたいのが、台風情報は５日前から予想進路など発表さ
れるので、情報を入手していただき、災害への備えに役立てていただけれ
ばと思います。



「どこに」「どうやって」「どんなタイミングで」を踏まえて、誰が避難
支援を行うか。避難支援者を検討します。

避難支援者については、まず家族に相談し、家族が避難支援できないか、
難しい場合は、本人や家族の知人・友人、日頃から付き合いのある近隣住
民に支援を依頼できるか、本人等から直接相談してもらってください。

家族や身近な人の支援が得られない場合に、介護保険サービス事業所や地
域との連携を検討します。

サービス事業所と連携した避難支援については、本人が日常的に利用して
いる事業所に協力していただけるかを確認してください。警報が発表され
る前からの自宅上階への移動支援や、短期入所の緊急利用などが考えられ
ます。

ただし、前日や当日のサービス利用状況や職員・移動手段の確保状況、周
辺地域の状況などにより、事業者側の対応可否も異なります。

一人ひとりの状況に合わせて予め計画したうえで、災害発生のおそれのあ
る時には、早めの相談・調整が必要です。
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次のステップとして、対象者宅を訪問し、説明を行います。
訪問時に必要な資料は、対象者宅周辺のハザードマップと様式２、３、４
です。

まず、様式２の案内チラシに沿って説明し、計画作成と情報提供について
同意いただいたら、様式３の同意書に署名をいただきます。

なお、既に災害時の避難に関する計画を作成しているようでしたら、その
内容を踏まえて、様式４計画様式に沿って作成してください。

同意をいただいたら、ハザードマップを用いて災害時に自宅がどのように
なる可能性があるかを説明し、避難の必要性を理解してもらいます。

そのうえで、様式４の計画様式を用いて、2.3で説明した具体的な避難支
援計画に関して必要な聞き取りや、計画内容案を検討します。
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様式について説明します。
まず、様式２ 災害時個別避難計画の作成支援に関する案内資料について
です。

 1ページ目には、計画の目的、対象者などの概要や、避難支援者・作成支
援者に法的な責任や義務を負わせるものではないことなどを記載していま
す。

 2ページ目には、よくある質問や問い合わせ先について記載しております。
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様式３ 同意書についてです。
個別避難計画を作成する前に、個別避難計画の作成の目的や、避難支援等
実施者などの関係者が法的な責任や義務を負うものではないこと等を踏ま
えたうえで、個別避難計画の作成・更新を行うことについて同意が必要と
なります。

また、平常時および災害発生時には、関係者等へ個別避難計画の情報を提
供することについても、同意が必要です。

作成・更新について同意をされたものの情報提供に同意をされなかった場
合は、ご本人やご家族による自助を中心とした避難方法について作成の支
援をお願いいたします。
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次に、様式４ 災害時個別避難計画様式についてです。
構成は、こちらの図のようになっています。
介護支援専門員連絡会様の共通帳票を添付して提出していただくので、

避難支援に関する計画に概ね限定された簡易版となっています。
本人・家族への聞き取りやその他必要に応じて行う情報収集、

関係団体等との調整を踏まえて、計画内容を整理し、計画原案を作成し
ます。
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これは記載方法の例です。記載内容及び注意点についてはマニュアルおよ
び計画事例集を参考に検討してください。

太字の箇所は必ず御記載をいただきたい項目ではありますが、実際には、
居住状況、身体状況や支援の状況等によっては、計画策定に向けた調整や
検討を行った場合でも、避難支援者や避難先等を計画に位置付けることが
できないことも想定されます。

そのような場合には、その項目を「空欄」にしていただき、範囲で作成い
ただいた個別避難計画と避難先等を計画に位置付けることができなかった
理由を本市に御提出ください。

その上で、引き続き、課題の解消に向けて調整や検討を進めていただきま
すようお願いいたします。
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計画原案を作成したら、会議の開催・意見調整を行います。
作成した計画原案の内容について、主な確認事項等を避難支援者や関係者
への説明を行うとともに、意見を聞き取り、必要に応じて計画原案を修正
します。

修正を行ったら、計画の内容について本人・家族、避難支援等実施者に確
認し、同意したうえで共有してください。
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こちらは、作成した計画の内容について、実際の災害時に役立つものと
なっているかという視点で確認するためのチェックリストです。

全ての項目が✓できなければ提出できないということではなく、チェック
リストの結果の提出も不要です。

提出前の確認や、ケアマネジャー同士での意見交換などで、適宜活用して
ください。
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次に、作成した計画の提出や見直しについてです。
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計画の提出方法についてです。
提出物は、こちらの三種類です。提出先は市ロゴフォームです。
様式３の同意書は写真データでご提出いただき、原本は事業所にて保管し
てください。

様式５の共通帳票について、川崎市介護支援専門員連絡会の共通帳票を使
用していない場合は、事業所等で使用している帳票でも構いません。

なお、計画内容について、検討・調整の結果、全ての項目が網羅できな
かった場合にも、ロゴフォームにてその旨報告するとともに計画書等を提
出してください。
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作成支援費のお支払いについてです。
新規作成、更新ともに、1件あたり7000円です。
表のとおり、4半期ごとにロゴフォーム内で登録いただいた口座に振り込
みを行います。
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次に、個別避難計画の更新について説明します。
作成された計画が、常に実態に則したものとするため、本人・家族や関係
者で計画の内容を定期的に確認してください。

また、避難時の配慮に関する事項や避難場所、避難経路の情報等に重大な
変更が生じたときや、本市のハザードマップが修正されたときは、計画の
見直しをお願いします。

見直し後、必要な修正を行い更新した計画を提出してください。
そのほか、担当ケアマネジャーが交代した際にも適切に引継ぎ、内容を確
認するようにしてください。
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今回の研修でご紹介したマニュアルや管理ツール等の様式については本市
ホームページにて掲載していますので、ダウンロードしてご利用ください。
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今年度より個別避難計画作成支援に係るコールセンターを設置しておりま
すので、ご不明点がありましたら、ご連絡ください。
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伴走型支援についてご案内いたします。
個別避難計画の作成支援を行う上で、実際の作成支援をどう進めたらよい
のか分からないといったご意見を多くいただいたことから、本市が委託し
た事業者による伴走型の支援を今年度より実施しております。

伴走型支援を利用される事業所様には、対象者一名を選定いただき、その
対象者の作成支援を伴走型支援を利用して行っていただくことで、作成支
援の一連の流れをつかんでいただくことを目的としております。

伴走支援の内容として
・事業所への訪問
・計画作成対象者のご自宅への訪問
電話等による作成支援業務の助言 など事業所様とのスケジュールやご要
望に合わせた方法をお選びいただき支援を行うことが可能です。

伴走型支援を利用することによる費用負担はありません。
また、伴走型支援により作成いただいた計画についても、ご提出いただけ
れば通常通り１件当たり７，０００円の作成支援費の請求が可能です。

市からも事業所様あてに伴走型支援の利用についてご連絡しているところ
ではありますが、来年度以降も実施しますので、利用を希望される事業所
様につきましては介護保険課宛てご連絡いただきますようお願いいたしま
す。
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最後に、災害や防災に関する情報の取得方法についてご案内します。
災害というと地震と風水害をイメージすることが多いと思います。
個別避難計画ではその対象を風水害に絞って作成支援を依頼しております
が、地震と風水害の違いとして、ある日突然起きる地震と違い、風水害は
天気予報などで事前に情報を得て行動しやすいというところが大きな特徴
です。

このことから、日頃から正しい情報を入手して、避難行動を整理しておく
ことが大変重要となります。
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はじめに、個別避難計画書の様式にもあります、【警戒レベル】について、
御説明します。

警戒レベルとは、自治体や気象庁等から発表される防災情報を用いて住民
がとるべき行動を直感的に理解しやすくなるよう、５段階に分けて防災情
報が提供されることとなっています。

警戒レベル５が最も危険な状況を指しますが、重要なのは、行動可能な１
〜４の段階です。

なお、発令情報は、後ほどご説明する【かわさき防災アプリ】から確認が
できます。

各レベルの取るべき行動例を簡単に御説明すると、

警戒レベル１は、発災の5日前からでることがある、早期注意情報のタイ
ミングで、取るべき行動としては、「最新の防災気象情報等に留意するな
ど、災害への心構えを高めること」が必要になります。

警戒レベル２は、大雨や洪水注意報のタイミングで、取るべき行動として
は、「ハザードマップ等により、災害が想定されている区域や避難先、避
難経路を改めて確認すること」が必要になります。

警戒レベル３は、【高齢者等避難】と呼ばれ、大雨警報（土砂災害）等が
発令タイミングになります。取るべき行動としては、「避難に時間のかか
る高齢者や障害者は危険な場所からの避難」が必要になります。

警戒レベル４が、【避難指示】と呼ばれ、「危険な場所から全員避難」が
必要になります。

警戒レベル５が、【緊急安全確保】と呼ばれ、「既に安全な避難ができな
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い命が危険な状況」を指します。

個別避難計画には、レベル１、２、３ごとに行う行動を記載してい
ただく形となっていますので、どうぞよろしくお願いいたします。

なお、災害対策基本法が令和３年5月20日に改正され、これまでレ
ベル４には「避難指示（緊急）」と「避難勧告」という２つの表現
がありましたが、これが「避難指示」に統一されましたので御承知
おきください。
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次に、情報の取得方法についてとなります。
川崎市から、ホームページや防災行政無線、メール配信サービスなど、
様々な手段で防災情報を発信しているため、みなさまが取得しやすい方法
で、情報を入手して御活用いただければと思います。



次に、避難に関する情報などをどうすれば入手できるのか、インターネッ
トでの例をご紹介いたします。

まず、インターネットによる情報として、川崎市ホームページにございま
す防災情報ポータルサイトを御紹介します。

こちらは、携帯電話からも閲覧可能です。大雨などの緊急時はもちろん、
平常時から防災に関する情報を掲載しておりますので、ぜひご活用くださ
い。

また、ポータルサイトから、川崎市防災気象情報のページにアクセスする
ことができます。天気予報や気象注意報・警報のほか、洪水予報など、風
水害時に役立つ情報を掲載しております。
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次に、川崎市ではスマートフォン向けに「かわさき防災アプリ」を提供し
ております。

災害時の緊急情報などをプッシュ通知で受けられるほか、最寄りの避難所
の案内なども表示できますので、こちらも御活用ください。

スライドでも紹介しておりますが、地図上に洪水、土砂災害、津波、内水
などの危険区域を示したハザードマップを確認できる他、各種災害情報を
リアルタイムに受信でき、発令中の避難情報や避難所情報を地図で確認で
きます。

防災マップからハザードマップが見やすくなっておりますので、後ほど、
ぜひ確認いただき、事前にどう行動するか決めておくために役立てていた
だければと思います。

なお紙のハザードマップについては、各区役所の危機管理担当に置いてあ
りますので、必要な方は区役所でもらっていただければと思います。
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